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令和３年度介護報酬改定に関して

令和２年８月３日（月）
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１．福祉用具サービスについて

 車いす

（1）主な福祉用具
 特殊寝台  床ずれ防止

用具
 歩行器

 手すり  移動用リフト

 スロープ  歩行補助つえ  徘徊感知機器 体位変換器  自動排泄処理装置
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（2）福祉用具サービスが持つ特徴

 24 時間、365 日利用できるサービスです。

 高齢者自身の自立意欲を高め、介護負担の軽減ができ
るサービスです。

 少ない費用で多くの方にご利用いただけるサービスで
す。

 離島や山間へき地のような人的サービスが行き届かな
いところにも行き渡るサービスです。

 単に「モノ」を貸すのではなく、「機能」を提供する
サービスです。

 レンタル制度は、身体状況などの変化にあわせて適切
に変更できるサービスです。
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（3）福祉用具専門相談員研究大会の開催

福祉用具専門相談員の職能団体である一般社団法人全国福祉用具専門相談
員協会（ふくせん）と共催で、福祉用具専門相談員研究大会を開催し、福祉
用具サービス利用効果の追求、自己研鑽の促進などに努めています。

第１回大会
開催日：令和元年６月１７日（月）
会 場：東京国際フォーラム
参加者：３４８名
大会長：岩元 文雄

第２回大会（予定）
開催日：令和３年６月２１日（月）
会 場：日本教育会館
大会長：小野木 孝二

※研究大会は毎年開催の計画でしたが、本年度はコロナ禍の影響で延期としました。
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（4）コロナ影響下の福祉用具サービス

先述の福祉用具サービスが持つ特徴に加えて、「人との接触が少ない」という
特徴が加わり、現在のコロナ禍において一層能力を発揮しています。

【現場における福祉用具活用の一例】

○ デイサービスの利用が減り入浴補助用具を導入

○ デイサービスの利用が減り屋内用手すりを導入

○ デイサービスの利用が減り歩行器を導入

○ デイサービスの利用が減り屋内の住宅改修を実施

○ 訪問介護サービスの休止によってトイレへの移動不安・負担増によりポータ
ブルトイレを導入

○ 訪問介護サービスの休止によって入浴ができず入浴補助用具を導入

○ 訪問介護サービスが滞る事となり手すりを使い始めたところ、1人で立ち上
がりが可能となった

○ ショートステイの利用ができず、家族が介護対応するため体位変換器を導入

○ 自粛による外出機会減少を懸念し歩行器を導入

○ 入院を控え在宅での福祉用具環境を整えた

※当協会令和２年度自主調査「福祉用具サービスにおける新型コロナウイルスの影響実態アンケート」より
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（5）災害時協定の締結促進

当協会は、大災害時において被災地等で必要とされている福祉用具物資が迅速
に供給できるシステム構築を目的に、平成23年12月より「災害時における福祉用
具の提供協力に関する協定」の締結を各自治体と進め、地域ネットワークの向上
を推進しています。本年7月までに締結した自治体は145県市区町にのぼります。

№ 協定先自治体 № 協定先自治体 № 協定先自治体 № 協定先自治体 № 協定先自治体 № 協定先自治体

1 大阪府大阪市 26 千葉県習志野市 51 秋田県美郷町 76 埼玉県川口市 101 京都府京都市 126 三重県松阪市

2 滋賀県大津市 27 山口県周南市 52 愛知県豊明市 77 千葉県富里市 102 千葉県大網白里市 127 静岡県富士市

3 奈良県 28 千葉県香取市 53 千葉県旭市 78 広島県広島市 103 群馬県前橋市 128 京都府京丹波町

4 石川県小松市 29 千葉県松戸市 54 千葉県富津市 79 千葉県流山市 104 京都府南丹市 129 大阪府枚方市

5 和歌山県和歌山市 30 千葉県山武市 55 長野県高森町 80 静岡県浜松市 105 京都府 130 長野県塩尻市

6 岐阜県岐阜市 31 千葉県睦沢町 56 徳島県阿南市 81 京都府長岡京市 106 千葉県白井市 131 千葉県大多喜町

7 三重県津市 32 千葉県多古町 57 埼玉県吉川市 82 京都府福知山市 107 長野県佐久市 132 愛知県あま市

8 愛知県名古屋市 33 千葉県我孫子市 58 茨城県水戸市 83 鹿児島県鹿児島市 108 千葉県野田市 133 鹿児島県姶良市

9 岩手県山田町 34 佐賀県上峰町 59 千葉県館山市 84 千葉県栄町 109 兵庫県播磨町 134 京都府向日市

10 愛知県愛西市 35 愛知県大府市 60 千葉県鴨川市 85 埼玉県吉見町 110 長崎県 135 長野県安曇野市

11 大阪府堺市 36 徳島県鳴門市 61 千葉県南房総市 86 千葉県市川市 111 東京都江戸川区 136 鹿児島県垂水市

12 静岡県静岡市 37 東京都練馬区 62 千葉県鋸南町 87 千葉県いすみ市 112 千葉県東金市 137 千葉県長南町

13 愛知県小牧市 38 千葉県佐倉市 63 沖縄県那覇市 88 新潟県長岡市 113 兵庫県南あわじ市 138 秋田県秋田市

14 福岡県 39 香川県高松市 64 東京都中野区 89 京都府京丹後市 114 和歌山県海南市 139 愛知県岡崎市

15 栃木県日光市 40 岡山県赤磐市 65 千葉県八街市 90 愛知県犬山市 115 和歌山県紀の川市 140 宮城県

16 京都府京田辺市 41 山形県真室川町 66 和歌山県田辺市 91 千葉県長柄町 116 宮崎県延岡市 141 香川県善通寺市

17 千葉県四街道市 42 千葉県木更津市 67 千葉県九十九里町 92 京都府宮津市 117 群馬県高崎市 142 北海道帯広市

18 千葉県成田市 43 青森県むつ市 68 青森県東通村 93 岐阜県岐南町 118 富山県南砺市 143 東京都渋谷区

19 千葉県浦安市 44 徳島県徳島市 69 京都府八幡市 94 北海道江別市 119 三重県四日市市 144 徳島県北島町

20 千葉県千葉市 45 愛知県東海市 70 長野県松本市 95 千葉県印西市 120 東京都西東京市 145 山形県鶴岡市

21 千葉県船橋市 46 山形県酒田市 71 香川県さぬき市 96 和歌山県有田市 121 静岡県三島市

22 山口県下関市 47 埼玉県美里町 72 和歌山県新宮市 97 長野県千曲市 122 鹿児島県鹿屋市

23 千葉県横芝光町 48 徳島県小松島市 73 千葉県東庄町 98 岐阜県各務原市 123 徳島県松茂町

24 千葉県八千代市 49 千葉県袖ケ浦市 74 北海道白老町 99 千葉県匝瑳市 124 徳島県

25 千葉県市原市 50 千葉県君津市 75 埼玉県神川町 100 兵庫県明石市 125 千葉県酒々井町

※締結日順
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（6）災害時協定発動に伴う物資供給

１．平成30年台風21号
○京都府京都市

供給先：有料老人ホーム
供給物資：手動介護ベッド１０台（レンタル）

○京都府長岡京市
供給先：グループホーム、健保会館
供給物資：搬送用担架１台、介護ベッド２台（レンタル）

２．令和元年台風15号（房総半島台風）
○千葉県成田市

供給先：公民館
供給物資：介護ベッド１４台（レンタル）

３．令和元年台風19号（東日本台風）
○千葉県大網白里市

供給先：公民館
供給物資：介護ベッド１０台（レンタル）

○長野県千曲市
供給先：特別養護老人ホーム
供給物資：介護ベッド３４台（レンタル）
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令和２年７月豪雨では、災害協定の発動とは別に内閣府からの要請を受けて物
資の供給を実施しました。

○熊本県芦北町
供給先：地域交流施設
供給物資：車いす１０台（レンタル）
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２．令和3年介護報酬改定に関して

福祉用具貸与価格の上限設定については、本年６月10日開催の社
会保障審議会介護給付費分科会の了承を受けて、令和３年４月貸与分
から適用する価格を見直した上で、その後、３年に１度の頻度で見直
すこととなりました。業界団体としてはこの決定に対して、制度の適
切な運用を啓発し前向きに取り組んでいく所存です。

しかし、この制度は他の公定価格と違い、見直しを重ねるごとに上
限は確実に下がっていく性質を持っています。また、現場における貸
与価格は地域の競争を経て形成されています。

つきましては、今後について福祉用具貸与事業者が適切なサービス
提供を実施し質の維持向上に努めていくためにも、事業者の経営が圧
迫されないような制度の運用を要望します。

（1）福祉用具貸与価格上限設定について
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特定施設入居者生活介護の指定を受けていない住宅型有料老人ホーム
やサ高住の入居者に対する福祉用具貸与は、介護給付によって福祉用具
専門相談員によるアセスメントやモニタリング等が実施され、適切に活
用いただいているところですが、介護付き有料老人ホームの入居者は福
祉用具貸与が介護給付の対象とならないことから、適切な用具とサービ
スが行き届かない現状がございます。

住宅型有料老人ホームやサ高住においては、途中から特定施設入居者
生活介護の指定を受けるケースが存在し、この場合、既存の福祉用具利
用者は、本人に適合し使い慣れていた福祉用具を解約した上で、施設が
準備した福祉用具を利用する状況です。

このようなことが起こらないよう、特定施設入居者生活介護の利用者
においても福祉用具貸与を給付対象としていただけるよう要望します。

（2）特定施設利用者への給付について


